



































連邦通常裁判所2018年４月５日判決 (NStZ 2019, 27)
【判例研究】
法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 291(1369)


























































































を燃焼させ, 又は, 点火によって全部若しくは一部を破壊した者は, １年以上10
年以下の自由刑に処する。
第２項 比較的重くない事案では, 刑は６月以上５年以下の自由刑とする。



















































294(1372) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
第１項 以下の
第１号 人の住居に用いられる建造物, 船舶, 小屋若しくはその他の空間
を燃焼させ, 又は, 点火によって全部若しくは一部を破壊した者は, １年以上の
自由刑に処する。
本条は, 法務省・前掲181頁参照。
(３) 単純放火罪と併せて, 過失の火薬等による爆発惹起罪 (308条１項５号) と保険の濫
用罪 (265条１項) の観念的競合 (Tateinheit) も認められている。本判決は, 別件の犯罪
行為の虚偽告発罪 (145条ｄ) と合一刑を科すうえで, 個々の刑の総和に達してはならな
いことから, ２件の総和とした地裁の量刑を減軽した (54条２項)。
(４) 連邦通常裁判所2010年１月26日決定 (NStZ 2010, 452) を引用している。
(５) 連邦通常裁判所2016年５月31日決定 (StV 2018, 95) を参照している。



















た, 法律用語にも合致する。例えば, 電力供給の中断のように, 一般的に物理















法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 295(1373)
(６) 連邦通常裁判所2013年３月６日決定 (NStZ 2014, 647), 同2014年１月14日決定 (NJW
2014, 1123), 同2017年９月５日判決 (NStZ-RR 2017, 373) を引用している。
(７) 連邦通常裁判所2002年９月12日判決 (BGHSt 48, 14), 同2007年１月10日決定 (NStZ
2007, 270) を引用している。
(８) 連邦通常裁判所1979年11月13日決定 (BGHSt 29, 129) を参照している。






















































296(1374) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
(10) ドイツ放火罪の一体性について, 秋元洋祐「放火罪における建造物の一体性」関学62
巻２号 (2011年) 103頁以下。
(11) 連邦通常裁判所1963年５月22日判決 (BGHSt 18, 363), 同1989年11月29日決定 (2 StR
571 /89), 同1998年８月11日判決 (BGHSt 44, 175), 同2002年９月12日判決, 同2002年12
月10日決定 (NStZ 2003, 266), 同2014年１月14日決定。
延焼の可能性は, 接続部分の耐火構造を踏まえて積極的に認定しなければなら































法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 297(1375)
(12) この評価について, 連邦通常裁判所2007年１月10日決定参照。Vgl. U. 	
,
Anmerkung, StV 1990, S. 163 ; H. Radtke, Die Dogmatik der Brandstiftungsdelikte, 1998, S.
194f.
(13) 連邦通常裁判所1986年６月18日判決 (NStZ 1986, 506), 同2010年１月26日決定, 同
2011年10月26日決定 (NStZ-RR 2012, 309)。また, 連邦通常裁判所1999年９月29日決定
(NStZ 2000, 197), 同2013年３月６日決定参照。























































298(1376) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
(15) なお, 正確には単純放火罪が他人所有のみを構成要件要素としているので, 他人所有




(16) 秋元洋祐「ドイツ放火罪における燃焼要件の意義」関学65巻２号 (2014年) 243頁。









火種となる衣服, 書籍, 机, 椅子やベッドが存在しないからである。それに対
























法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 299(1377)
(18) 染谷茂美ほか「高温・高湿度環境下における身体暴露に関する研究」消防科学研究所






















































300(1378) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
(19) H. Radtke, (Anm. 12), S. 190. また, 秋元・前掲注(10)136頁, 秋元・前掲注(16)237,
252頁以下も同旨。
(20) 連邦通常裁判所1965年７月27日判決 (1 StR 156 /65), 同1967年12月12日判決 (GA
1969, 118)。
(21) 連邦通常裁判所1991年４月17日判決 (NStZ 1991, 433), 同2001年５月22日決定 (StV
2001, 576), 同2001年12月５日決定 (StV 2002, 145)。また, 接続部分に空間的な閉鎖性を
要求したものとして, 連邦通常裁判所2010年９月15日決定 (NStZ 2011, 214) がある。
(22) 連邦通常裁判所1988年５月10日判決 (BGHSt 35, 283)。また, 連邦通常裁判所1984年
７月４日判決 (NStZ 1984, 455), 同1984年７月30日決定 (3 StR 242 /84) 参照。
(23) 連邦通常裁判所1985年６月26日判決 (3 StR 132 /85) 参照。Vgl. K. Geppert, Die
Brandstiftungsdelikte (306 bis 306f StGB) nach dem Sechsten Strafrechtsreformgesetz,
Jura 1998, S. 602 ; W. Pfister, 	

NJ 2001, S. 126 ; J. Kretschmer,
	



































法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 301(1379)
Aufl., 2018, 306a Rn. 2 ; J. Wessels /M. Hettinger /A.	
, Strafrecht BT I, 42. Aufl.,
2018, 21 Rn. 1056 ; T. Fischer, StGB, 66. Aufl., 2019, 306a Rn. 5a.




なお, 本件の被告人は, 保険金目的で放火行為に及んだ。その後に, 保険会
社から火災保険金を詐取することが可能になる (特別に重い詐欺罪・263条３
項２文５号)。重放火罪の行為者が, 他の犯罪行為を可能とする意図で放火行











































(26) 連邦通常裁判所1999年９月23日判決 (BGHSt 45, 211), 同1999年９月29日決定, 同
2000年３月15日決定 (NStZ-RR 2000, 209), 同2000年８月９日判決 (NJW 2000, 3581), 同
2001年12月５日決定, 同2004年10月29日決定 (NStZ-RR 2005, 76), アルンスベルグ地方
裁判所2007年３月７日判決 (2 KLs 242 Js 557 /06), 連邦通常裁判所2007年３月15日決定
(BGHSt 51, 236), 同2008年４月22日決定 (3 StR 74 /08), 同2008年６月18日判決 (NStZ
2008, 571), 同2011年５月10日決定 (NStZ 2012, 214), 同2013年11月14日判決 (NStZ 2014,
404), 同2016年３月15日決定 (NStZ-RR 2016, 140)。
(27) なお, キール地方裁判所2003年４月４日判決 (StV 2003, 675) は, 火事場泥棒のよう
に, 火災の公共危険状況を利用する意図まで要求した。それに対して, 連邦通常裁判所
2004年８月19日判決 (NStZ-RR 2004, 366) は, 同一事案の共犯者 (教唆犯) に対して, 明
確に利用意図を不要とし, 保険金詐欺の意図で足りるとしている。また, 連邦憲法裁判所
2010年11月16日決定 (BVerfGK 18, 222) による合憲判断後の連邦通常裁判所2013年５月15
日判決 (5 StR 646 /12) は, 被告人らの保険金目的の意図を否定した。しかしながら, 養
護施設の経営難による経済的困窮が動機の一端であり, 放火の翌日に保険会社に報告して
いたことから, 保険金目的の意図を否定できるものではない。

































法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 303(1381)
(判時1637号135頁), 広島地判平成15年１月７日 (LEX/DB 28085603), 大阪地判平成18
年12月13日 (LEX/DB 28135101) がある。





























































(32) 日本火災学会編・前掲注(18)4, 181, 185頁参照。So auch E. Bender, Normzweck und




























法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 305(1383)
(33) E. Bender, a. a. O., S. 182.
(34) 中森喜彦「不燃構造建物に対する放火罪の成立」判タ789号 (1992年) 30頁, 前田雅






















ことである。本判決は, 住居部分の汚染等を超えて, 床, 壁や天井に物理的な
損傷を必要とするに至った。そうすると, どのような根拠から先例よりも限定
解釈が可能になるのかが問題となる。

































306(1384) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
(37) M. , Anmerkung, NStZ 2019, S. 30. また, 単純放火罪の未遂 (中止犯) にとど





(38) 連邦通常裁判所2002年９月12日判決, 同2006年10月24日決定 (NStZ-RR 2007, 78),
同2007年１月10日決定, 同2008年５月６日決定 (NStZ 2008, 519), 同2010年１月26日決定,
同2010年11月17日判決 (BGHSt 56, 94), 同2011年５月10日決定, 同2011年10月26日決定,
同2013年３月６日決定, 同2014年１月14日決定, 同2017年９月５日判決。それに対して,
非現住部分の店舗の使用不可能性で足りるとしたものとして, 連邦通常裁判所2007年７月
19日決定 (2 StR 266 /07) がある。この第２刑事部の見解は, 連邦通常裁判所2011年２月
15日決定 (NJW-Spezial 2011, 280) の第４刑事部の照会を受けて, 同2011年４月６日決定




































法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 307(1385)
(39) BT-Drucks. 13 /8587, S. 11, 26f. これらの火力要素は, 旧東ドイツの放火罪 (185条)
と1962年の刑法草案を参考にして取り入れられた。
(40) BT-Drucks. 13 /8587, S. 48.
(41) H. Radtke, Das Ende der 	

, 1997, S. 17.
(42) BT-Drucks. 13 /8587, S. 69, 86, 13 /9064, S. 22.
(43) H. Radtke, Das Brandstrafrecht des 6. Strafrechtsreformgesetzes ― eine 	
,
ZStW 110 (1998), S. 871 ; ders., -StGB, Bd. 5, 3. Aufl., 2019, 306 Rn. 54f., 306a Rn.
40. So auch K. Geppert, (Anm. 23), S. 599 ; P. Liesching, Die Brandstiftungsdelikte der306
bis 306c StGB nach dem Sechsten Gesetz zur Reform des Strafrechts, 2002, S. 88 ; P. Knoll,
























































308(1386) 法と政治 70巻 4号 (2020年 2月)
Anmerkung, ZJS 2012, S. 554 ; E. Bender, (Anm. 32), S. 257f.; G. Wolters, SK-StGB, Bd. 6, 9.
Aufl., 2016,306 Rn. 16f.; U.	
, LPK-StGB, 7. Aufl., 2017,306 Rn. 11 ; K./M.



































法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 309(1387)
学会編・前掲注(18)230頁参照。
(47) 連邦通常裁判所1981年３月19日判決 (NStZ 1981, 220), 同1990年７月26日判決 (StV
1990, 548), 同2000年12月14日決定 (NStZ 2001, 252), 同2001年12月５日決定, 同2005年
12月21日決定 (NStZ-RR 2006, 101), 同2013年11月14日判決, 同2017年９月５日決定
(NStZ-RR 2017, 375)。
(48) G. Wolters, SSW-StGB, 3. Aufl., 2016,306 Rn. 14,306a Rn. 14 ; U.	
(Anm.
43), 306 Rn. 12 ; K. /M. Heger, (Anm. 23), 306 Rn. 4 ; G. Heine /N. Bosch, 
, StGB, 30. Aufl., 2019, 306 Rn. 16 ; T. Fischer, (Anm. 23), 306 Rn. 17.





















































































罪 (特別重放火罪) の既遂が認められるので, 補充的な破壊要件で同罪の未遂
を取り上げなくてもよいことである。










法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 311(1389)
























































































法と政治 70巻 4号 (2020年 2月) 313(1391)
